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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。また、当中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、第17期中及び第18期

中については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社には関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資損益については記載しておりません。 

４．第17期及び第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はあります

が、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

５．当社は、平成18年３月６日付で株式１株につき５株の分割を行っております。 

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） － － 4,086,542 5,922,067 7,557,778 

経常利益 （千円） － － 317,192 35,564 568,552 

中間（当期）純利益 （千円） － － 178,273 30,079 262,695 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － － 1,306,375 497,000 497,000 

発行済株式総数 （株） － － 22,000 3,400 17,000 

純資産額 （千円） － － 3,658,609 1,601,333 1,861,510 

総資産額 （千円） － － 11,083,567 8,316,911 8,416,913 

１株当たり純資産額 （円） － － 166,300.44 470,980.32 109,500.59 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
（円） － － 9,973.88 8,846.82 15,452.68 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） － － 9,929.43 － － 

１株当たり配当額 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － － 33.0 19.2 22.1 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － 970,792 19,669 △1,132,478 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － △1,310,473 20,683 64,524 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － 1,600,933 280,296 321,507 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） － － 2,274,841 1,755,787 1,009,947 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

185 

(20) 

165 

(26) 

180 

(22) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

また、当社には関係会社はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

 (2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、アルバイト数は（ ）内に１人１日８時間換算による当中間会計期間平均人員

を外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

(1）事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注） 従業員数は就業人員であり、アルバイト数は（ ）内に１人１日８時間換算による当中間会計期間平均人員

を外数で記載しております。 

  平成18年９月30日現在

事業部門別 従業員数（人） 

ショップ部門 120（20） 

卸し営業部門 29（－） 

通販サービス部門 10（－） 

管理本部（統括管理部・商品管理部・販売サポート室・内部監査室） 26（－） 

合計 185（20） 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 185（20） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰はあるものの、円安ユーロ高・ドル高による企業収益は

拡大傾向にあり、一方、個人消費は底堅い基調で進捗していると見られます。 

 当酒類業界におきましては、酒類国内消費量の大幅な拡大は見込めない中で、企業間の競争は増しているという

環境にあります。 

 しかしながら、このような状況の中におきまして、当社は、ショップ部門・卸し営業部門・通販サービス部門と

も売上高は前期に引続き堅調に推移しております。 

なお、当中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、前年同期比は記載しておりません。 

 ショップ部門は、4月にワインショップ・エノテカ港南台髙島屋店をオープンしておりますが、既存店売上が順

調に推移しており、売上高1,962,082千円、営業利益44,256千円となっております。 

 卸し営業部門は、前期に引続き売上高を含めホテル・レストランとの取引が拡大傾向にあり、売上高1,239,793

千円、営業利益75,668千円となっております。 

 通販サービス部門は、プリムール2003年の出荷が好調に推移し、且つ、通常売上高も順調に推移しており、売上

高884,665千円、営業利益149,551千円となっております。 

 その結果、当中間期（平成18年4月～平成18年9月）の業績は、売上高4,086,542千円となりました。利益面につ

きましては、経常利益317,192千円となり、中間純利益は、178,273千円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、主に株式の発行による資金調達によ

り、前事業年度末（1,009,947千円）より大幅に増加し、当中間会計期間末には2,274,841千円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

なお、当中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、前年同期比は記載しておりません。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は970,792千円となりました。 

 これは主に、棚卸資産の減少額が88,750千円、仕入債務の増加額が769,988千円となった一方で、法人税等の支

払額が167,157千円あったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は1,310,473千円となりました。 

 これは主に、定期預金の払戻による収入により628,915千円増加した一方で、定期預金の預入による支出が

348,304千円、投資有価証券の取得による支出が1,504,714千円あったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は1,600,933千円となりました。 

 これは主に、公募増資により1,606,113千円増加したことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社は、生産に該当する事項がないため、生産実績に関する記載はしておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間会計期間における商品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、前年同期比は記載しておりません。 

(3）受注実績 

 当社は、受注生産を行っておりませんので、受注実績に関する記載はしておりません。 

(4）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、前年同期比は記載しておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業部門 
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

ショップ部門（千円） 983,352 － 

卸し営業部門（千円） 894,618 － 

通販サービス部門（千円） 437,108 － 

合計（千円） 2,315,079 － 

事業部門 
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

ショップ部門（千円） 1,962,082 － 

卸し営業部門（千円） 1,239,793 － 

通販サービス部門（千円） 884,665 － 

合計（千円） 4,086,542 － 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において実施いたしました設備投資の総額は12,779千円であり、その主なものは次のとおりであり

ます。なお、当中間会計期間において重要な設備の減損、除却、売却はありません。 

 （注）上記金額には、消費税は含まれておりません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
(人) 建物 

（千円） 

器具及び
備品 
（千円） 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

ワインショップ・エノテカ港南台

髙島屋店 

（横浜市港南区） 

店舗（小売） 1,928 2,066 － 3,994 2 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法に 

基づく新株予約権を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成16年６月28日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。なお、当社が株式分割または株式併合を行う

場合、各新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げます。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 68,000 

計 68,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 22,000 22,000 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
－ 

計 22,000 22,000 － － 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 950（注）１、４、５ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 950（注）１、４、５ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 35,000（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年12月13日から 

平成26年６月28日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    35,000 

資本組入価格  17,500 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率



また、時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使により新株を発行する場合は除きます）

は、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除した数

とし、自己株式の控除を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当り払込金額」を「１株

当り処分金額」と読み替えるものとします。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。 

３．新株予約権の行使条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

① 新株予約権者は、当社株券が日本国内または日本国外のいずれかの証券取引所に上場された場合に限り、

新株予約権を行使することができます。 

② 新株予約権の割当を受けた者が、権利行使時において、当社の取締役、常勤監査役および使用人たる地位

を保有していることとします。ただし、定年退職その他正当な理由のある場合において、当社取締役会が

新株予約権の継続保有を相当と認める場合にはこの限りではありません。 

③ 上記②に拘わらず、新株予約権者が、前記新株予約権を行使することができる期間に定める権利行使期間

中に死亡した場合は、その相続人が権利を行使することができます。ただし、行使可能な新株予約権の個

数、行使可能な期間その他の新株予約権の行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるところによるものとします。 

④ 新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとします。 

⑤ 各新株予約権の一部行使は認めません。新株予約権者は、新株予約権の割当数の一部または全部を行使す

ることができます。 

⑥ その他の条件については、平成16年６月28日開催の第16期定時株主総会決議および平成16年12月13日開催

の取締役会決議にもとづき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契

約」に定めるところによるものとします。 

⑦ 新株予約権の消却事由及び条件は次のとおりであります。 

本件新株予約権は、新株予約権の割当を受けた者が前記新株予約権の行使の条件に定める規定により、新

株予約権の権利を行使する条件に該当しなくなった場合、その他役員の忠実義務違反など継続保有を認め

がたい重大な事由が発生した場合、その新株予約権を消却することができます。この場合、当該新株予約

権は無償で消却することができます。 

⑧ 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要します。 

４．平成18年２月15日開催の取締役会決議により、平成18年３月６日付で１株を５株に分割しております。 

５．退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数を減じております 

② 平成18年１月26日臨時株主総会決議 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × 新規発行株式の１株当り払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
× 

新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 155（注）１、４ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 155（注）１、４ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 96,000（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年３月14日から 

平成27年１月26日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    96,000

資本組入価格  48,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左 

代用払込みに関する事項 － － 



 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。なお、当社が株式分割または株式併合を行う

場合、各新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げます。 

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使により新株を発行する場合は除きます）

は、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除した数

とし、自己株式の控除を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当り払込金額」を「１株

当り処分金額」と読み替えるものとします。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。 

３．新株予約権の行使条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

① 新株予約権者は、当社株券が日本国内または日本国外のいずれかの証券取引所に上場された場合に限り、

新株予約権を行使することができます。 

② 新株予約権の割当を受けた者が、権利行使時において、当社の取締役および監査役、従業員および財務顧

問たる地位を保有していることとします。ただし、定年退職その他正当な理由のある場合において、当社

取締役会が新株予約権の継続保有を相当と認める場合にはこの限りではありません。 

③ 上記②に拘わらず、新株予約権者が、前記新株予約権を行使することができる期間に定める権利行使期間

中に死亡した場合は、その相続人が権利を行使することができます。ただし、行使可能な新株予約権の個

数、行使可能な期間その他の新株予約権の行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるところによるものとします。 

④ 新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとします。 

⑤ 各新株予約権の一部行使は認めない。新株予約権者は、新株予約権の割当数の一部または全部を行使する

ことができます。 

⑥ その他の条件については、平成18年１月26日開催の臨時株主総会決議および平成18年３月14日開催の取締

役会決議にもとづき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定

めるところによるものとします。 

⑦ 新株予約権の消却事由及び条件は次のとおりであります。 

本件新株予約権は、新株予約権の割当を受けた者が前記新株予約権の行使の条件に定める規定により、新

株予約権の権利を行使する条件に該当しなくなった場合、その他役員の忠実義務違反など継続保有を認め

がたい重大な事由が発生した場合、その新株予約権を消却することができます。この場合、当該新株予約

権は無償で消却することができます。 

⑧ 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要します。 

４．平成18年２月15日開催の取締役会決議により、平成18年３月６日付で１株を５株に分割しております。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × 新規発行株式の１株当り払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
× 

新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格         323,750円 

資本組入額        161,875円 

払込金総額       1,618,750千円 

(4）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年８月30日 

（注） 
5,000 22,000 809,375 1,306,375 809,375 1,296,375 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

廣瀬 恭久 東京都港区  8,530 38.77 

エイチ・シー・ビー・シー・エン

タープライゼズ・リミテッド  
3 BROADCAST DRIVE, KOWLOON, H.K. 

3,795 17.25 

（常任代理人 太田 剛） （東京都港区南麻布五丁目14番15号） 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,038 4.71 

ジャフコ・ジー九（ビー）号投資

事業有限責任組合 

無限責任組合員株式会社ジャフコ 

東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 

（株式会社ジャフコ内） 
511 2.32 

モルガン・スタンレー・アンド・

カンパニー・インターナショナ

ル・リミテッド  

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON 

E14 4QA ENGLAND 
500 2.27 

（常任代理人 モルガン・スタン

レー証券株式会社） 

（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 

恵比寿ガーデンプレイスタワー） 

ジャフコ・ジー九（エー）号投資

事業有限責任組合 

無限責任組合員株式会社ジャフコ 

東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 

（株式会社ジャフコ内） 
448 2.03 

エノテカ従業員持株会 東京都港区南麻布五丁目14番15号 382 1.73 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 368 1.67 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜二丁目４番６号 304 1.38 

木村 文信 大阪市西区 281 1.27 

ジェーピーモルガンチェースバン

ク385050 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON 

EC2D 2HD ENGLAND 
281 1.27 

（常任代理人 ㈱みずほコーポレ

ート銀行兜町証券決済業務室） 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

計 － 16,438 74.71 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場ヘラクレスにおけるものであります。 

なお、平成18年８月31日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

３【役員の状況】 

 有価証券届出書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 (1）退任役員 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,000 22,000 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 普通株式 22,000 － － 

総株主の議決権 － 22,000 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） － － － － 479,000 445,000 

最低（円） － － － － 400,000 286,000 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 － 浅原克行 平成18年12月14日 

取締役 － 濱岡靖示 平成18年12月14日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金 ※２  2,711,337 1,640,369   

２．売掛金  707,907 671,476   

３．たな卸資産  2,189,289 2,278,039   

４．前渡金  2,243,585 2,081,920   

５．為替予約資産  90,804 71,080   

６．繰延税金資産  49,243 41,450   

７．その他  48,128 60,360   

貸倒引当金  △1,486 △1,410   

流動資産合計  8,038,810 72.5 6,843,287 81.3

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※1,2   

(1）建物  449,816 464,466   

(2）器具及び備品  42,588 39,522   

(3）土地  714,144 714,144   

(4）建設仮勘定  63,990 2,215   

計  1,270,539 1,220,347   

２．無形固定資産  6,841 7,212   

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券  1,504,843 1,096   

(2）敷金・保証金 ※２ 161,240 160,916   

(3）繰延税金資産  66,605 59,762   

(4）その他  34,686 124,289   

計  1,767,375 346,065   

固定資産合計  3,044,756 27.5 1,573,625 18.7

資産合計  11,083,567 100.0 8,416,913 100.0

     
 



   
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

 １．輸入支払手形 ※４  309,002 －   

２．買掛金  1,072,034 493,546   

３．一年以内返済予定長期
借入金 

※２ 522,870 682,430   

４．一年以内償還予定社債  160,000 80,000   

５．未払法人税等  163,500 177,000   

６．前受金  803,280 942,861   

７．賞与引当金  53,176 42,643   

８．ポイント引当金  27,045 19,035   

９．その他 ※３ 418,170 325,142   

流動負債合計  3,529,080 31.8 2,762,659 32.8

Ⅱ 固定負債    

１．社債  1,490,000 1,570,000   

２．長期借入金 ※２ 2,157,265 1,977,205   

３．退職給付引当金  61,822 55,284   

４．役員退職慰労引当金  100,833 90,426   

５．その他  85,956 99,827   

固定負債合計  3,895,877 35.2 3,792,743 45.1

負債合計  7,424,957 67.0 6,555,403 77.9

 



   
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金  － － 497,000 5.9

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  － 487,000   

資本剰余金合計  － － 487,000 5.8

Ⅲ 利益剰余金    

１．任意積立金    

別途積立金  － 300,000   

２．当期未処分利益  － 577,510   

利益剰余金合計  － － 877,510 10.4

資本合計  － － 1,861,510 22.1

負債資本合計  － － 8,416,913 100.0 

     

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  1,306,375 11.8 － －

２．資本剰余金    

(1）資本準備金  1,296,375 －   

資本剰余金合計  1,296,375 11.7 － －

３．利益剰余金    

(1）その他利益剰余金    

別途積立金  300,000 －   

繰越利益剰余金  755,783 －   

利益剰余金合計  1,055,783 9.5 － －

株主資本合計  3,658,533 33.0 － －

Ⅱ 評価・換算差額等     

１. その他有価証券評価差
額金  

 76 0.0 － －

 評価・換算差額等合計  76 0.0 － －

純資産合計  3,658,609 33.0 － －

負債純資産合計  11,083,567 100.0 － －

     



②【中間損益計算書】 

   
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  4,086,542 100.0 7,557,778 100.0 

Ⅱ 売上原価  2,541,264 62.2 4,666,080 61.7

売上総利益  1,545,277 37.8 2,891,698 38.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,275,799 31.2 2,499,516 33.1

営業利益  269,477 6.6 392,181 5.2

Ⅳ 営業外収益 ※２ 110,271 2.7 277,678 3.7

Ⅴ 営業外費用 ※３ 62,557 1.5 101,308 1.4

経常利益  317,192 7.8 568,552 7.5

Ⅵ 特別損失 ※4,6 1,096 0.1 31,167 0.4

税引前中間（当期）純
利益 

 316,095 7.7 537,384 7.1

法人税、住民税及び事
業税 

 152,510 227,881   

法人税等調整額  △14,688 137,822 3.3 46,807 274,688 3.6

中間（当期）純利益  178,273 4.4 262,695 3.5

前期繰越利益  － 314,814 

当期未処分利益  － 577,510 

     



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金 
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合計 

別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高（千円） 497,000 487,000 487,000 300,000 577,510 877,510 1,861,510 

中間会計期間中の変動額        

 新株の発行 809,375 809,375 809,375       1,618,750 

中間純利益         178,273 178,273 178,273 

株主資本以外の項目の中間会計期間 

中の変動額 

（純額） 

              

中間会計期間中の変動額合計（千円） 809,375 809,375 809,375 － 178,273 178,273 1,797,023 

平成18年９月30日 残高（千円） 1,306,375 1,296,375 1,296,375 300,000 755,783 1,055,783 3,658,533 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算差

額等合計 

 平成18年３月31日 残高（千円） － － 1,861,510 

 中間会計期間中の変動額    

  新株の発行   1,618,750 

   中間純利益   178,273 

   株主資本以外の項目の中間会計期間 

   中の変動額 

   （純額） 

76 76 76 

 中間会計期間中の変動額合計（千円） 76 76 1,797,099 

 平成18年９月30日 残高（千円） 76 76 3,658,609 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

   

税引前中間（当期）純利
益 

  316,095 537,384

減価償却費   30,315 66,476

退職給付引当金の増加額   6,538 8,301

役員退職慰労引当金の増
加額 

  10,406 16,733

賞与引当金の増加額   10,532 6,083

貸倒引当金の増加額   76 68

ポイント引当金の増加額   8,009 19,035

受取利息及び受取配当金   △560 △6,700

有価証券利息   － △2,647

支払利息   31,604 68,477

為替差益   △23,365 △150,451

社債利息   7,281 13,184

社債発行費   － 7,350

株式交付費    12,636 －

支払保証料   5,899 12,105

有形固定資産除却損   － 189

固定資産減損損失   － 25,053

投資有価証券評価損   1,096 2,373

デリバティブ評価損益
（△益） 

  5,125 △14,413

売上債権の増加額   △176,012 △124,367

棚卸資産の減少額（△増
加額） 

  88,750 △632,422

仕入債務の増加額（△減
少額） 

  769,988 △803,278

未払金の増加額（△減少
額） 

  9,288 △32,356

未払消費税等の増加額
（△減少額） 

  50,337 △8,683

その他資産負債の増減額   10,597 14,752

小計   1,174,642 △977,752

利息及び配当金の受取額   451 8,458

利息の支払額   △37,143 △81,303

法人税等の支払額   △167,157 △81,881

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  970,792 △1,132,478

 



    
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

   

定期預金の預入による支
出 

  △348,304 －

定期預金の払戻による収
入 

  628,915 11,121

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △82,757 △202,762

有形固定資産の売却によ
る収入 

  － 149,218

無形固定資産の取得によ
る支出 

  － △1,891

投資有価証券の取得によ
る支出  

  △1,504,714 －

投資有価証券の売却によ
る収入 

  － 126,149

敷金及び保証金の差入に
よる支出 

  △324 △12,515

敷金及び保証金の返還に
よる収入 

  － 45,388

敷金の返還による支出   － △100,000

敷金の預りによる収入   － 73,437

その他   △3,288 △23,623

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △1,310,473 64,524

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

   

長期借入金の借入による
収入 

  450,000 1,300,000

長期借入金の返済による
支出 

  △429,500 △1,209,455

社債の発行による収入   － 292,650

割賦債務の返済による支
出 

  △19,806 △50,705

株式の発行による収入    1,606,113 －

その他   △5,872 △10,980

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  1,600,933 321,507

 



    
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  3,641 606

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額（△減少額） 

  1,264,893 △745,840

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残
高 

  1,009,947 1,755,787

Ⅶ 現金及び現金同等物中間期
末（期末）残高 

※１ 2,274,841 1,009,947

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用し

ております。 

(1）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しており

ます。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

商品 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(3）たな卸資産 

商品 

同左   

  貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法を採

用しております。 

貯蔵品 

同左 

  未着品 

  個別法による原価法を採用してお

ります。 

未着品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

  定率法（但し、平成10年４月１日以

降取得分の建物（建物附属設備を除

く）は定額法）を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物       15年～39年 

器具及び備品   ５年～８年 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアは社内にお

ける合理的な利用可能期間（５年）に

基づいております。 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 但し、自社利用のソフトウェアは社

内における合理的な利用可能期間（５

年）に基づいております。 

  (3）長期前払費用 

 定額法によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支出に備える

ため、賞与支給見込額のうち当中間会

計期間に負担すべき金額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支出に備える

ため、賞与支給見込額のうち当期に負

担すべき金額を計上しております。 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる額を計

上しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく当中間会計期間末要

支給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

  (5）ポイント引当金 

顧客に付与されたポイントの使用によ

る費用発生に備えるため、その使用実

績率に基づき当中間会計期間末におい

て将来使用されると見込まれる額を計

上しております。 

(5）ポイント引当金 

 顧客に付与されたポイントの使用に

よる費用発生に備えるため、その使用

実績率に基づき当期末において将来使

用されると見込まれる額を計上してお

ります。 

    

  

（追加情報） 

 前事業年度まで、ポイントの使用に

よる売上値引は、顧客の利用時に売上

高から控除しておりましたが、ポイン

トカードの運用実績により使用実績率

を合理的に見積ることが可能になった

こと及びポイント付与率の拡大により

金額的重要性が増したため、当事業年

度より過去の使用実績率に基づき将来

使用されると見込まれる額をポイント

引当金として計上する方法に変更いた

しました。 

 ポイント引当金繰入額については、

当事業年度までに発生したポイントに

対応する金額について「売上原価」に

計上しております。 

 この結果従来の方法に比べ、売上総

利益、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益は19,035千円減少しており

ます。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 



項目 
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて、特例処理の

要件を充たしている場合には、特例処

理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 借入金の将来の金利市場における利

率上昇による変動リスクを回避する目

的で利用しております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理を採用している金利スワッ

プについては、ヘッジの有効性の評価

を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっております。 

同左 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税引前当期純利益は25,053千円減少して

おります。 

 （中間貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は3,658,609千円

であります。  

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計

期間における中間貸借対照表の純資産の部については、

改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

―――――― 

  

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

281,155千円 257,084千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

敷金・保証金 25,000千円

建物 205,013 

土地 714,144 

 合計 944,157 

定期預金 420,079千円

敷金・保証金 41,890 

建物 206,361 

土地  680,094 

 合計 1,348,425 

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

一年以内返済予定長期借入金 109,000千円

長期借入金 1,015,625 

 合計 1,124,625 

一年以内返済予定長期借入金 682,430千円

長期借入金 1,977,205 

 合計 2,659,635 

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、

金額的重要性が乏しいため、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

  

―――――― 

※４ 「輸入支払手形」につきましては、当中間会計期間 

 において重要性が増したため区分掲記しております。

  

―――――― 



（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は84.3％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は15.7％

であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりです。 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は85.6％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は14.4％

であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりです。 

給与手当 302,996千円

賞与引当金繰入額 53,176 

役員退職慰労引当金繰入額 10,406 

退職給付費用 9,584 

貸倒引当金繰入額 76 

地代家賃 226,505 

運賃 76,053 

支払手数料 73,433 

減価償却費 30,315 

給与手当 559,264千円

賞与引当金繰入額 42,643 

役員退職慰労引当金繰入額 16,733 

退職給付費用 16,057 

貸倒引当金繰入額 68 

地代家賃 483,810 

運賃 142,600 

支払手数料 136,191 

減価償却費 66,476 

※２ 営業外収益のうち主要なもの ※２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 560千円

受取手数料 14,217 

為替差益 65,235 

家賃収入 25,133 

受取利息 6,700千円

有価証券利息  2,647 

為替差益  188,805 

家賃収入 53,724 

デリバティブ評価益 14,413 

※３ 営業外費用のうち主要なもの ※３ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 31,604千円

社債利息 7,281 

株式交付費  12,636 

支払保証料 5,899 

デリバティブ評価損 5,125 

支払利息 68,477千円

社債利息  13,184 

支払保証料  12,105 

社債発行費 7,350 

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評価損  1,096千円 固定資産減損損失 25,053千円

投資有価証券評価損 2,373 

店舗等撤去費用  3,551 

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 24,362千円

無形固定資産  370 

有形固定資産 54,206千円

無形固定資産 945 

 



当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― ※６ 固定資産減損損失の内訳は次のとおりでありま

す。 

当社は以下の資産について減損損失を計上しまし

た。 

（グルーピングの方法） 

 他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから

概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最少単位と

して店舗別にグルーピングを行なっております。 

用途 処分予定資産 

場所 
ワインショップ・エノテカ京都

店（京都市下京区） 

種類 
設備造作及び器具及び備品（店

舗設備等） 

減損損失額 
建物（設備造作）24,550千円、

器具及び備品 503千円 

減損損失の認識

に至った経緯 

資産の処分が予定されている為 

回収可能価額 使用価値 

回収可能価額の

算定方法 

使用価値を０として見積もった 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注） 普通株式の株式数の増加5,000株は、公募増資による増加であります。 

  

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）１．新株予約権を行使することができる期間は、到来しておりません。 

 ２．当中間会計期間の減少は、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数であります。 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注） 17,000 5,000 － 22,000 

合計 17,000 5,000 － 22,000 

新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間会計
期間末残高 
（千円） 前事業年度

末 
当中間会計
期間増加 

当中間会計
期間減少 

当中間会計
期間末 

平成16年第１回新株予約権

（注）１、２ 
普通株式 960 － 10 950 － 

平成18年第２回新株予約権

（注）１ 
普通株式 155 － － 155 － 

合計 － 1,115 － 10 1,105 － 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 2,711,337

預入期間が３ヶ月を超える定 

期預金 
△436,496

現金及び現金同等物 2,274,841

  （千円）

現金及び預金勘定 1,640,369

預入期間が３ヶ月を超える定 

期預金 
△630,422

現金及び現金同等物 1,009,947



（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

中間期末残
高相当額 
（千円） 

器具及び備品 146,836 92,790 54,045

合計 146,836 92,790 54,045

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具及び備品 215,628 143,351 72,277 

合計 215,628 143,351 72,277 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 22,630千円

１年超 33,493 

合計 56,124 

１年内 30,024千円

１年超 45,190 

合計 75,215 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 16,432千円

減価償却費相当額 14,811 

支払利息相当額 923 

支払リース料 65,374千円

減価償却費相当額 59,327 

支払利息相当額 3,560 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

――――― ６．減損損失について 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前事業年度末（平成18年３月31日） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当事業年度において、その他有価証券について2,373千円の減損処理を行なっております。 

（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

その他 1,504,714 1,504,843 129 

合計 1,504,714 1,504,843 129 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 1,096 

対象物の種類 取引の種類 

当中間会計期間末（平成18年９月30日) 前事業年度末（平成18年３月31日） 

契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

通貨 

為替予約取引 

受取ユーロ・支払円 
162,957 178,608 15,651 680,312 714,355 34,043 

クーポンスワップ取引 

受取ユーロ・支払円 
9,891,344 75,809 75,809 9,891,344 45,481 45,481 

クーポンスワップ取引 

受取米ドル・支払円 
4,360,475 △656 △656 4,360,475 △8,445 △8,445 

 金利（注） 

金利スワップ 

 変動受取・固定支払 
340,000 △3,528 △3,528 483,000 △3,294 △3,294 

金利キャップ買建 1,000,000 3,138 3,138 1,000,000 8,030 8,030 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 166,300.44円

１株当たり中間純利益金額 9,973.88円

１株当たり純資産額 109,500.59円

１株当たり当期純利益金額 15,452.68円

  

潜在株式調整後１株当たり中間 

純利益金額 
 9,929.43円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非

上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記

載しておりません。 

 当社は、平成18年３月６日付で株式１株につき５株の

株式分割を行なっております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行なわれたと仮定した

場合の前事業年度における１株当たりの情報について

は、以下のとおりとなります。 

  １株当たり純資産額 94,196.06円

１株当たり当期純利益金額 1,769.36円

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非

上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記

載しておりません。 

  
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益（千円） 178,273 262,695 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
178,273 262,695 

期中平均株式数（株） 17,874 17,000 

      

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額 
    

中間（当期）純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株）  80 － 

（うち新株予約権）  (80) － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

含まれなかった潜在株式の概要 

 ――――― 新株予約権（新株予約権の数

1,115個）。 



（重要な後発事象） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資）及びその添付書類 

 平成18年７月31日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成18年８月15日関東財務局長に提出。 

 平成18年７月31日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(3）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成18年８月23日関東財務局長に提出。 

平成18年７月31日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

 平成18年12月15日

エノテカ株式会社  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松野 雄一郎  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 水上 亮比呂  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエノテ

カ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第19期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、エノテカ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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